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プロポーザル方式業務委託 運用の手引き
令和５年４月

技術管理課

１．背景

○現在、業務委託については、主に指名による価格競争により業者を選定し業務成果を求めているが、低入札

落札が発生するなど、業務成果の品質低下が懸念されている。

○本プロポーザル方式は、価格によらず企業・技術者の技術力等を評価して業者を特定するもので、より質の

高い成果を期待でき、ひいては公共工事の品質確保につながるものである。

２．入札方式の選定

１）以下のフローのとおり

技術的に高度なもの又は専門的な技術が要求される業務で

あって、提出された技術提案に基づき仕様を作成する方が、 ＹＥＳ プロポーザル方式

最も優れた成果を期待できる業務か否か。

ＮＯ

事前に仕様を確定可能であるが、入札者の提示する技術等

によって、調達価格の差異に比して、業務の成果に相当程 ＹＥＳ 総合評価方式

度の差異が生ずることが期待できる業務か否か。

ＮＯ

価格競争入札

２）対象業務の例示

○プロポーザル方式

・概略設計、重要構造物の予備設計、基本計画・構想策定、見積による業務等

（※当面、仕様の確定が可能な業務も含めることができるものとする。）

○総合評価方式

・構造物（全て）の予備設計、重要構造物の詳細設計、予備設計（道路設計、河道設計）、詳細設計（道路

設計、基礎設計）、土質・地質解析

【入札方式選定のイメージ】
高い

プロポーザル方式

総合評価方式

価格競争入札

高い

必
要
と
さ
れ
る
知
識

必要とされる構想力・応用力



- 2 -

３）プロポーザル方式の区別

○次の２種類があるが、当面「テーマ設定型」により試行する。

・テーマ設定型：特定テーマに関する技術提案の内容と、企業や技術者の能力を総合的に評価することに

より特定する方式。

・技術者評価型：企業や技術者の能力に重点を置いて評価することにより特定する方式。

３．執行機関

○試行においては、手続開始公告から業者特定までは委託金額に関わらず本庁執行とする。

○契約事務は「契約に関する行為を部局の長に委任する規則」に基づき実施する。

７，０００万円以上 本庁

７，０００万円未満 地方機関

４．実施の手順

①プロポーザル方式手続き開始の公告

②参加表明書の提出

③技術提案書提出者の選定（資格・実績等により３～５社程度）

④技術提案書の提出

⑤業者の特定（資格・実績・技術提案等）

⑥随意契約
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【プロポーザル方式の手続きフロー】

事務所執行

・手続き開始の依頼（事務所→事業課）

※試行においては

　「執行機関」はすべて ・技術提案書の提出者を選定する基準の作成

　本庁事業課とする ・技術提案書を特定する基準の作成

・参加資格の作成

・技術提案書の提出者を選定する基準の決定

・技術提案書を特定する基準の決定

・参加資格の決定

・業務の内容

・技術提案書の提出者を選定する基準

10日間 ・技術提案書を特定する基準

程度 ・参加表明書及び技術提案書の内容・提出方法　　　等

事業課執行

・参加資格の確認

10日間 ・参加表明書の評価案作成

程度

【提出者の選定】第１段階
・技術提案書の提出者（３～５社程度）選定

20日間 ・非選定者には理由を付して通知

程度

・技術提案書の評価案作成

２０日間

程度

【契約者の特定】第２段階
・技術提案書の特定

・非特定者には理由を付して通知

・予定価格の範囲内で契約の交渉 事務所執行

結果の公表

執行機関競争参加資格委員会③

執行機関競争参加資格委員会①

手続開始の公告・業務説明書

参加表明書の提出期限

特定通知及び非特定通知

契約の締結（　随意契約　）

・特定業者の通知（事業課→事務所）

執行機関技術審査会③

発注見通し（プロポーザル方式）

・設計書作成、起案、予定価格作成

公告（案）業務説明書（案）作成

執行機関技術審査会①

執行機関技術審査会②

執行機関競争参加資格委員会②

選定通知及び非選定通知

技術提案書の提出期限

【原則として】資料ヒアリング
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５．技術提案書の提出者の選定・特定・契約

○技術提案書の提出者の選定

・提出された参加表明書を評価し、評価値の高い者を３～５者選定する。

・選定した者に対し、「業務量の目安」を記載した「選定通知書」を送付し、技術提案書の提出を求める。

・選定しなかった者に対し、その理由を付し「非選定通知書」により通知する。

○技術提案書の特定

・提出された技術提案書を評価し、評価値の最も高い提案書を特定する。

・特定した技術提案書の提出者に対し、「特定通知書」により通知する。

・技術提案書を特定しなかった者に対し、その理由を付し「非特定通知書」により通知する。

○契約

・特定した技術提案書の提出者と随意契約を締結するものとする。

６．評価項目

○参加表明書

区分 評価の着目点 備考 必須 配点例

資格要件 技術登録部門 当該部門の建設コンサルタント ・国交省の定める「建設コンサルタン ◎ ５

登録 ト登録規程」に基づく登録の有無

専門技術力 成果の確実性 同種業務の実績件数 ・過去１０年間 ◎ １０

・国、都道府県（政令指定都市、公社

を含む）、高速道路株式会社の業務

が対象

企 業務の実績件数 ・業務内容に応じて同種業務とは別に ○ ５

業 設定

の ・過去１０年間

経 ・国、都道府県（政令指定都市、公社

験 を含む）、高速道路株式会社の業務

及 が対象

び 優良業務表彰 ・過去５年間 ◎ ５

能 ・中国地整（表彰区分が「優良業務履

力 行団体」の局長、部長及び事務所長

表彰）、島根県（知事表彰）が対象

・対象は、国：土木又は港湾空港（設

計を実施したものに限る）部門、県

：土木設計業務又は農林水産設計業

務部門

情報収集力 地域精通度 当該地域周辺での業務実績の件 ・過去１０年間 ◎ ５

数 ・管内又は県内での設計業務の実績

資格要件 技術者資格 技術者資格、その専門分野の内 ・技術士、認定技術管理者、ＲＣＣＭ、 ◎ ５

容 国土交通省登録技術者資格

専門技術力 業務執行技術 同種業務の実績件数 ・過去５年間 ◎ １０

力 ・国、都道府県（政令指定都市、公社

を含む）、高速道路株式会社の業務

が対象

・管理技術者、担当技術者（同種部分

を担当）としての実績とする。

業務の実績件数 ・業務内容に応じて同種業務とは別に ○ ５

設定
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管 ・過去５年間

理 ・国、都道府県（政令指定都市、公社

技 を含む）、高速道路株式会社の業務

術 が対象

者 ・管理技術者、担当技術者（同種部分

の とは別に設定した業務を担当）とし

経 ての実績とする。

験 優秀建設技術者表彰（業務） ・過去５年間 ◎ ５

及 ・中国地整（表彰区分が「優秀建設技

び 術者（業務）」の局長、部長及び事

能 務所長表彰）、島根県（課長又は事

力 務所長表彰）が対象

・対象は、国：土木又は港湾空港（設

計を実施したものに限る）部門、県

：土木設計業務又は農林水産設計業

務部門

専任性 専任性 手持ち業務金額及び件数 ・管理技術者、担当技術者となってい ◎ －

る１契約の委託料が税込みで５００

万円以上のテクリスに登録されてい

る業務の合計

・４億円以上又は１０件以上は選定し

ない

担 資格要件 技術者資格 技術者資格、その専門分野の内 ・技術士、認定技術管理者、ＲＣＣＭ、 ◎ －

当 容 国土交通省登録技術者資格

技 専任性 専任性 手持ち業務金額及び件数 ・管理技術者、担当技術者となってい ◎ －

術 る１契約の委託料が税込みで５００

者 万円以上のテクリスに登録されてい

の る業務の合計

能 ・４億円以上又は１０件以上は選定し

力 ない

者 照 資格要件 技術者資格 技術者資格、その専門分野の内 ・技術士、認定技術管理者、ＲＣＣＭ、 ◎ －

の 査 容 国土交通省登録技術者資格

能 技

力 術

業務実施体制 妥当性 ・手順に矛盾がある場合は選定しない ◎ －

合 計 ４５～５５

◎：必須項目 ○：選択項目

○技術提案書【テーマ設定型】

区分 評価の着目点 備考 必須 配点例

専門技術力 成果の確実性 同種業務の実績件数 ・過去１０年間 ◎ １０

・国、都道府県（政令指定都市、公社

を含む）、高速道路株式会社の業務

が対象

企 業務の実績件数 ・業務内容に応じて同種業務とは別に ○ ５

業 設定

の ・過去１０年間

経 ・国、都道府県（政令指定都市、公社

験 を含む）、高速道路株式会社の業務
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及 が対象

び 優良業務表彰 ・過去５年間 ◎ ５

能 ・中国地整（表彰区分が「優良業務履

力 行団体」の局長、部長及び事務所長

表彰）、島根県（知事表彰）が対象

・対象は、国：土木又は港湾空港（設

計を実施したものに限る）部門、県

：土木設計業務又は農林水産設計業

務部門

資格要件 技術者資格 技術者資格、その専門分野の内 ・技術士、認定技術管理者、ＲＣＣＭ、 ◎ ５

容 国土交通省登録技術者資格

専門技術力 業務執行技術 同種業務の実績件数 ・過去５年間 ◎ １０

力 ・国、都道府県（政令指定都市、公社

を含む）、高速道路株式会社の業務

が対象

・管理技術者、担当技術者（同種部分

を担当）としての実績とする。

管 業務の実績件数 ・業務内容に応じて同種業務とは別に ○ ５

理 設定

技 ・過去５年間

術 ・国、都道府県（政令指定都市、公社

者 を含む）、高速道路株式会社の業務

の が対象

経 ・管理技術者、担当技術者（同種部分

験 とは別に設定した業務を担当）とし

及 ての実績とする。

び 優秀建設技術者表彰（業務） ・過去５年間 ◎ ５

能 ・中国地整（表彰区分が「優秀建設技

力 術者（業務）」の局長、部長及び事

務所長表彰）、島根県（課長又は事

務所長表彰）が対象

・対象は、国：土木又は港湾空港（設

計を実施したものに限る）部門、県

：土木設計業務又は農林水産設計業

務部門

情報収集力 地域精通度 当該地域周辺での業務実績の件 ・過去５年間 ◎ ５

数 ・管内又は県内での設計部門の実績

及 担 資格要件 技術者資格 技術者資格、その専門分野の内 ・技術士、認定技術管理者、ＲＣＣＭ、 ◎ ５

び 当 容 国土交通省登録技術者資格

能 技 専門技術力 業務執行技術 同種業務の実績件数 ・過去５年間 ◎ ５

力 術 力 ・国、都道府県（政令指定都市、公社

者 を含む）、高速道路株式会社の業務

の が対象

経 ・管理技術者、担当技術者（同種部分

験 を担当）としての実績とする。

実施方針 業務の理解度 目的、条件、内容の理解度 ・各項目に、評価の尺度を示し、評価 ◎ ５

実施フロー 実施手順 実施手順の妥当性 の基準を明確にしておく。 ◎ ５

工程表 業務量把握の妥当性 ◎ ５

その他 その他 重要事項の提案 ◎ １０

特定 全体 特定テーマ間の整合性 ○ ５
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テ－マ 特定テーマ 的確性 与条件との整合 ◎ １０

に対す キーワードの網羅 ◎ １０

る技術 実現性 説得力 ◎ １０

提案 提案内容の裏付け ◎ １０

ヒアリング ◎ １０

見積書 見積金額 ・積算基準が無い業務の場合評価する ○ (-5)
・業務量の目安より高価な場合は減点

評価

合 計 １テーマの場合 125～ 135
２テーマの場合 170～ 180

◎：必須項目 ○：選択項目

○採用する評価項目及び配点例

・別紙、「技術提案書の評価（プロポーザル方式）」を参照のこと。

○ヒアリング

・提案者の技術力を把握するために、原則ヒアリングを実施すること。対応は、試行においては事業課長・

事業課室長（担当ＧＬ）・事務所部長（事業所長）の３名とする。

○同評価の場合の選定及び特定

・同評価の場合の優先項目をあらかじめ公告に明記しておく。

（優先項目例）

①予定管理技術者の同種業務の実績の件数が多い者

②予定管理技術者の手持ち業務量（件数）が少ない者

③予定管理技術者の手持ち業務量（金額）が少ない者 等

７．入札情報等の公表

１）手続開始公告

・公告文は掲示その他の方法により公告するものとする。

・公告とは別に業務説明書を作成した場合も同様とする。

２）設計図書の閲覧

・公告と同時に設計図書を閲覧に供する。

３）質問等への回答

・設計図書あるいは技術資料等に対する質問への回答は公告に示した方法で回答する（氏名は非公表）。ただ

し、非選定（非特定）とした者からの説明要求に対する回答は該当者のみに行う。

４）特定結果及び契約結果

・参加業者名及び各項目の評価点数、評価値とともに契約額について閲覧に供する。ただし、知的財産であ

る技術提案の内容が分かるものについては公表しない。なお、競争参加者からの照会に対しては、当該者

の評価内容に限り説明することができる。

・審査結果については、参加者の苦情等に適切に対応できるように、評価項目ごとに評価の結果及びその理

由を記録しておく。

８．評価内容の担保

１）契約の相手方が提案した技術提案の内容を確実に履行させるため、受注者の責により技術提案の内容が実

施されなかった場合には、業務成績評定を減点する旨記載した特約条項を、土木設計業務等委託契約書に添

付する。

９．競争参加資格委員会及び技術審査会

１）構成等は、「島根県建設コンサルタント業務等のプロポーザル方式試行要領」による。

２）競争参加資格委員会は、技術提案書の提出者を選定するための評価基準、技術提案書を特定するための評
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価基準等、プロポーザル方式を執行するにあたり必要な事項を決定する。

３）技術審査会は、競争参加資格委員会で決定する事項に必要な調査及び事前審査を行う。

４）審査に当たっては、業者名を伏せて、客観性や透明性が確保できるようにする。



技術提案書の評価（プロポーザル方式）

資格要件 技術登録部門 ◎ 5
①登録あり
③登録なし

又は
①登録あり（複数）
②登録あり
③登録なし

・建設コンサルタント登録規程に
基づく登録部門
・業務内容により複数部門を評価

◎ ◎ 10

・国、都道府県（政令指定都市、
公社含む）、高速道路株式会社
・過去１０年間の同種業務の実績
件数

○ ○ 5

・国、都道府県（政令指定都市、
公社含む）、高速道路株式会社
・過去１０年間の同種業務とは別
に設定した業務の実績件数

◎ ◎ 5

・中国地整（局長、部長及び事務
所長表彰）、県（知事表彰）
・過去５年間
・対象は、国：土木又は港湾空港
（設計を実施したものに限る）部
門、県：土木設計業務又は農林水
産設計業務部門

情報収集力 地域精通度 ◎ 5
①県内あり
③なし

又は
①○件以上あり
②○～○件あり
③○件以下

・過去１０年間
・設計部門の実績

資格要件 技術者資格 ◎ ◎ 5

◎ ◎ 10

・過去５年間
・国、都道府県（政令指定都市、
公社含む）、高速道路株式会社
・管理技術者、担当技術者（同種
部分）としての実績件数

○ ○ 5

・過去５年間
・国、都道府県（政令指定都市、
公社含む）、高速道路株式会社
・管理技術者、担当技術者（同種
部分とは別に設定した業務）とし
ての実績件数

◎ ◎ 5

・中国地整（局長、部長及び事務
所長表彰）、県（課長又は事務所
長表彰）
・過去５年間
・対象は、国：土木又は港湾空港
（設計を実施したものに限る）部
門、県：土木設計業務又は農林水
産設計業務部門

専任性 専任性 ◎
数値
化し
ない

・管理技術者又は担当技術者と
なっている１契約の委託料が税込
みで５００万円以上のテクリスに
登録されている業務の合計

情報収集力 地域精通度 ◎ 5
①県内あり
③なし

又は
①○件以上あり
②○～○件あり
③○件以下

・過去５年間
・設計部門の実績

資格要件 技術者資格 ◎ ◎ 5
・参加表明書の評価では数値化し
ない

専門技術力
業務執行技術
力

◎ 5

・過去５年間
・国、都道府県（政令指定都市、
公社含む）、高速道路株式会社
・管理技術者、担当技術者（同種
部分）としての実績件数

専任性 専任性 ◎
数値
化し
ない

・管理技術者又は担当技術者と
なっている１契約の委託料が税込
みで５００万円以上のテクリスに
登録されている業務の合計

照

査

技

術

者

資格要件 技術者資格 ◎
数値
化し
ない

◎
数値
化し
ない

業務の理解度 ◎ 5

◎ 5

◎ 5

その他 ◎ 10

○ 5
・複数テーマのある場合、評価項
目とする

◎ 10

◎ 10

◎ 10

◎ 10

◎ 10

○ (-5)
・積算基準の無い業務
・業務量の目安より高価な場合減
点評価

◎：必須項目　○：選択項目

技術者資格、その専門分野の内容
技術士、認定技術管理者、
ＲＣＣＭ、国登録技術者資格

配
置
予
定
技
術
者
の
経
験
及
び
能
力

業務実施体制 妥当性

　　　　　　　　　　　①２件以上あり
　　　　　　　　　　　②１件あり
　　　　　　　　　　　③なし

４億円以上又は１０件以上は選定しない

　　　　　　　　　　　①技術士
　　　　　　　　　　　②認定技術管理者、ＲＣＣＭ、
　　　　　　　　　　　　 国登録技術者資格

　　　　　　　　　　　①○件以上
　　　　　　　　　　　②２～○件
　　　　　　　　　　　③１件

　　　　　　　　　　　①○件以上あり
　　　　　　　　　　　②１～○件あり
　　　　　　　　　　　③なし

実施方針
実施フロー
工程表
その他

目的、条件、内容の理解度

実施手順
実施手順の妥当性

業務量把握の妥当性

重要事項の提案

①５　②４　③３　④２　⑤０

①１０　②８　③６　④４　⑤０

①５　②４　③３　④２　⑤０

　　　　　　　　　　 ①技術士
　　　　　　　　　　 ②認定技術管理者、ＲＣＣＭ、
　　　　　　　　　　　　国登録技術者資格
　　　　　　　　　　 ③その他

　　　　　　　　　　 ①○件以上
　　　　　　　　　　 ②１～○件
　　　　　　　　　　 ③なし

４億円以上又は１０件以上は選定しない

①５　②４　③３　④２　⑤０

①５　②４　③３　④２　⑤０

手順に矛盾がある場合は選定しない

見積書 見積金額

特

定
テ
ー

マ
に
対
す

る
技
術

提
案

全　体 特定テーマ間の整合性

実現性
説得力

提案内容の裏付け

ヒアリング

特
定
テ
ー

マ

的確性
与条件との整合

キーワードの網羅

①１０　②８　③６　④４　⑤０

①１０　②８　③６　④４　⑤０

①１０　②８　③６　④４　⑤０

①１０　②８　③６　④４　⑤０

①１０　②８　③６　④４　⑤０

手持ち業務金額及び件数

区分 評価の着目点

優秀建設技術者表彰（業務）

手持ち業務金額及び件数

当該地域周辺での業務実績の件
数

担
当
技
術
者

技術者資格、その専門分野の内容

同種業務の実績件数

管
理
技
術
者

技術者資格、その専門分野の内容

専門技術力
業務執行技術
力

同種業務の実績件数

　　　　　　　　　　　①２件以上あり
　　　　　　　　　　　②１件あり
　　　　　　　　　　　③なし

企
業
の
経
験
及
び
能
力

当該部門の建設コンサルタント登
録

専門技術力 成果の確実性

同種業務の実績件数

業務の実績件数

優良業務表彰

備考

評価項目

　　　　　　　　　　　①○件以上
　　　　　　　　　　　②２～○件
　　　　　　　　　　　③１件

評価内容（尺度）

業務の実績件数

当該地域周辺での業務実績の件
数

参加
表明
書

技術
提案
書

配
点

　　　　　　　　　　　①○件以上あり
　　　　　　　　　　　②１～○件あり
　　　　　　　　　　　③なし


